Agency Statutory Interpretation in the United States (2) by Fukunaga, Minoru





















（89） 　Michael W. Spicer & Larry D. Terry, Administrative Interpretation of Statutes: A 
Constitutional View on the “New World Order” of Public Administration, 56 Pub. Admin. Rev. 


























Sunstein, Avoiding Absurdity? A New Canon in Regulatory Law, 32 Envtl. L. Rep. 11,126 
(2002). 我が国での具体的問題例として、福永実「セルフスタンド特例適用願い不許可
事件」法学教室 447 号（2017 年）42 頁参照。
（90） 　日本法（議院内閣制）との比較も合わせ、中川丈久「行政活動の憲法上の位置付け」
神戸法学年報 14 号（1998 年）184 ～ 192 頁参照。
（91） 　行政解釈を中心とした行政統制論の分析として、Matthew C. Stephenson, Statutory 
Interpretation by Agencies, in Research Handbook on Public Choice and Public Law 285 
(Daniel A. Farber & Anne Joseph O’Connell eds., 2010), at 294-296; Verchick, supra note 29, at 
850-854.



















（92） 　議会による行政論につき、See generally, Jack M. Beermann, Congressional Administration, 
43 San Diego L. Rev. 61 (2006); Elena Kagan, Presidential Administration, 114 Harv. L. Rev. 
2245 (2001), at 2255-2260. 邦語文献では、正木宏長「行政法と官僚制 (4)」立命館法學
312 号（2007 年）65 ～ 78 頁、筑紫圭一「米国における行政立法の裁量論 (2)」自治研
究 86 巻９号（2010 年）83 ～ 93 頁参照。
　議会による行政統制には、議会関与の積極性に応じて「警察官巡回（police patrol）
モデル」と「火災警報（fire alarm）モデル」の区別が知られている。Mathew D. 
McCubbins & Thomas Schwartz, Congressional Oversight Overlooked: Police Patrols Versus 
Fire Alarms, 28 Am. J. Pol. Sci. 165 (1984). 行政解釈をテーマとする本稿では、制定法の
形成前後ないし監督主体により統制手法を区別している。




















（94） 　Abbe R. Gluck & Lisa Schultz Bressman, Statutory Interpretation from the Inside: An 
Empirical Study of Congressional Drafting, Delegation and The Canons: Part I, 65 Stan. L. 
Rev. 901 (2013), at 980; Robert A. Katzmann, Statutes, 87 N.Y.U. L. Rev. 637 (2012), at 649-50.
（95） 　委員会統制に期待する立場からは、その透明性を図るべく、立法資料（事後的立法
経過）に委員会と行政機関間のインフォーマルな交渉過程を記録し公開するよう要請
されている。Laura E Dolbow, Agency Adherence to Legislative History, 70 Admin. L. Rev. 
569 (2018), at 573, 613-615. 我が国での問題状況と公法上の理論形成の必要を説くものと
して、正木宏長「政官接触の規制に関する一考察」立命館法學 321・322 号（2008 年）
参照。
（96） 　Kagan, supra note 92, at 2331-2346. See also Peter L. Strauss, Foreword: Overseer, or “The 
Decider”? The President in Administrative Law, 75 Geo. Wash. L. Rev. 696 (2007), at 715-738. 
邦語文献としては、澤田知樹「大統領による行政コントロール」阪大法学 55 巻１号（2005



















年）、正木宏長「行政法と官僚制（4）」前掲註（92）78 ～ 97 頁、筑紫圭一「米国にお
ける行政立法の裁量論（2）」前掲註（92）93 ～ 104 頁参照。
（97） 　U.S. CONST. art. II, § 1.
（98） 　Michael Herz, Imposing Unified Executive Branch Statutory Interpretation, 15 Cardozo L. 
Rev. 219 (1993), at 221-229, 254-256; Verchick, supra note 29, at 854-860; Stephenson, supra 
note 91, at 297-300.
（99） 　署名時声明につき、梅川健『大統領が変えるアメリカの三権分立制』（東京大学出版
会、2015 年）参照。






原則として行政機関は規則公布前に OMB内の情報・規制事務局（Office of 













規制審査制度とその法的問題」法学新報 119 巻７・８号（2013 年）127 ～ 168 頁、杉
野綾子『アメリカ大統領の権限強化と新たな政策手段』（日本評論社 , 2017 年）参照。
（102） 　Exec. Order No. 12291, 3 C.F.R. 127 (1982).
（103） 　Exec. Order No. 12866, 3 C.F.R. 638 (1994).
（104） 　Exec. Order No. 13422, 3 C.F.R. 191 (2008) (George W. Bush); Exec. Order No. 13563, 3 
C.F.R. 215 (2012) (Barack Obama); Exec. Order No. 13777, 3 C.F.R. 293 (2018) (Donald 
Trump).
（105） 　See e.g., Herz, supra note 98. Kaganは、この問題は単一執行権論からではなく、行政
機関に権限を授権した制定法の解釈問題であると主張する。Kagan, supra note 92, at 
2251.
（106） 　OMB審査でも行政機関の解釈権限を奪うものではないことが注記されている。 See 
e.g., Enforcing the Regulatory Reform Agenda, Exec. Order No. 13777, 3 C.F.R. 293 (2018) § 
5(a)(b).

























（107） 　See Lisa Schultz Bressman, Judicial Review of Agency Inaction: An Arbitrariness Approach, 
79 N.Y.U. L. Rev. 1657 (2004), at 1677.














（109） 　Jonathan R. Siegel, Guardians of the Background Principles, 2009 Mich. ST. L. Rev. 123 








ことがある。田中二郎『行政法総論』（有斐閣 , 1957 年）181 頁、橋本博之「判例実務
と行政法学説」塩野宏先生古稀記念『行政法の発展と変革（上巻）』（有斐閣 , 2001 年）、
平岡久「行政法解釈の諸問題」公法研究 66 号（2004 年）45 ～ 47 頁参照。
（110） 　William N. Eskridge, Jr. は Neil K. Komesarの比較制度分析論に着想を得つつ、制定法
解釈論の制度分析が目標とすべき規範的価値として①法の支配基準（解釈過程の客観
性・中立性、解釈結果の予測可能性の確保）、②専門性・効率性基準、③民主的正統性
基準を設定しており、本稿の制度論分析でも参考にした。William N. Eskridge, Jr., 
Expanding Chevron’s Domain: A Comparative Institutional Analysis of the Relative Competence 
of Courts and Agencies to Interpret Statutes, 2013 Wis. L. Rev. 411, at 416-17.






















adjudication）での行政解釈は、より司法解釈方法論に接近するだろう。See Kevin M. 
Stack, Agency Statutory Interpretation and Policymaking Form, 2009 Michigan State Law 
Review 225 (2009).
（112） 　福永実「アメリカにおける制定法解釈と立法資料（4）」前掲註（3）参照。
（113） 　また Eskridgeが 1984 年から 2006 年にかけて下された合衆国最高裁判例を調査した
ところによれば、最高裁に提出された訟務長官（Solicitor General）による上告趣意書
には、ほぼ例外なく行政解釈を支持するために立法資料が活用されていたという。
























（114） 　Greenawalt, supra note 4, at 155; Strauss, supra note 19, at 346; Verchick, supra note 29, at 
852-53. また実際のところ、行政機関が監視委員会の目を盗んで立法資料を意図的に誤
用するのは困難である、との指摘もある。Greenawalt, supra note 4, at 150.
（115） 　Strauss, supra note 19, at 346-347; Shobe, supra note 61, at 288, 306, 316. See also Eskridge, 
supra note 110, at 424.
（116） 　Walker, supra note 29, at 1403.






























（117） 　Mashaw, supra note 4, at 511; Vermeule, supra note 11, at 215; Mashaw, supra note 33, at 901.
（118） 　Greenawalt, supra note 4, at 150, 155.
（119） 　Strauss, supra note 19, at 348-50.
（120） 　Greenawalt, supra note 4, at 149.
























（122） 　Strauss, supra note 19, at 338-39. なお Straussは、制定法上の権限を授権されたのは行
政機関であるとして、大統領による行政統制に消極的立場を採っている。Strauss, supra 
note 96, at 759-60.
（123） 　Verchick, supra note 29, at 852-54; Mashaw, supra note 33, at 901.
（124） 　Mashaw, supra note 4, at 505, 511-12.
（125） 　具体例として、See e.g. Beermann, supra note 92, at 135-36.
広島法学　44 巻２号（2020 年）－ 198
− 65 −



















（126） 　Gluck & Bressman, supra note 94, at 970, 972.
（127） 　Walker, supra note 65, at 1038. 特に法目的の認識に有用とするのが 93％、特定の用語
の意味の認識に有用とするのが 80％であった。Id. at 1040.




用を低く見る傾向がある。Walker, supra note 65, at 1043-44.
























（130） 　Strauss, supra note 19, at 350.
（131） 　Beermann, supra note 92, at 135-136. また廣瀬淳子『アメリカ連邦議会』前掲註（50）
58 ～ 61 頁以下参照。
（132） 　Bressman & Gluck, supra note 50, at 768.
（133） 　Shobe, supra note 61, at 311-313.
（134） 　Mashaw, supra note 4, at 511; Strauss, supra note 19, at 340.
























（135） 　John F. Manning, Textualism as a Nondelegation Doctrine, 97 Colum. L. Rev. 673 (1997), at 
725.



























（138） 　Michael Herz, Purposivism and Institutional Competence in Statutory Interpretation, 2009 
Mich. St. L. Rev. 89 (2009), at 96-97.
（139） 　Stack, supra note 44, at 906-907; Eskridge, supra note 110, at 421; Herz, supra note 138, at 
98.


















論的にも基礎付けようとするのが Kevin M. Stackである。
　通常、立法規則制定や裁決、許認可など法的拘束力ある権限を行政機関に
（140） 　Stack, supra note 44, at 907-908, 917; Herz, supra note 138, at 98.
（141） 　Herz, supra note 138, at 101-103.



































U.S.C. § 151）、連邦労働関係局（National Labor Relations Board）に対し、「…本節の諸
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インテンショナリズムは予想以上に多くはなかったという。Mashaw, supra note 4, at 
528-30.
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おける制定法解釈と立法資料（1）」前掲註（3）20 ～ 21 頁参照。
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常識な結果が見込まれる場合に立法者が裁判官に対して反制定法的解釈を黙示的に授権
しているものと考えられ（Frank B. Cross, The Theory and Practice of Statutory Interpretation 
(Stanford Law Books, 2009), at 108-110.）、Rubinのダイナミズムと発想が近い。
（185） 　Bressman & Gluck, supra note 50, at 768.
（186） 　福永実「アメリカにおける制定法解釈と立法資料（1）」前掲註（3）21 頁参照。
Sunsteinは、専門性と政治的答責性を有する行政機関は、現代の「コモン・ロー裁判所」
の役割を担うとする。Sunstein, supra note 32, at 1019-1020, n25, 1059-1061.
























（188） 　Eskridge, supra note 110, at 426, 434. なお行政解釈の変更手続につき、佐伯祐二「省庁
における『先例』」公法研究 81 号（2019 年）140 頁、山岸敬子『行政権の法解釈と司
法統制』前掲註（81）42 ～ 46 頁参照。
（189） 　Spicer & Terry, supra note 89, at 42.
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解釈の方法論が司法解釈方法論と同一であることを当然視してきたように思
われる。
　しかし制度論の視点によれば、裁判官には適当ではない制定法解釈方法論
であっても、行政機関には適切な方法論であることがあり得る。実際アメリ
カでは、行政機関が裁判官とはどのように異なる制度論的特性を有するかと
いう視点から、行政解釈方法論の優劣が議論されている。またそこでは、司
法解釈方法論でなされるような規範論的正当性にまで議論は及んでいない
が、筆者の整理分析によれば、インテンショナリズム以下個別の行政解釈方
法論は、いずれも制度論のみならず規範論的に跡づける余地が見出された。
　そして規範論からは、司法解釈方法論とは異なる行政解釈方法論の固有の
存在意義が浮かび上がってくるように思われる。従来の制定法解釈論の中心
テーマは、民主政の下で制定法解釈を行う司法府の権限行使の正統性であり、
またその制定法解釈の「民主政的正しさ」を確保する仕方であった。行政解
釈方法論でも司法解釈方法論と同じ目標は探究されるべきであるが、これと
は別に、行政機関統制の視座から理論構築を図る余地が見出される。即ち、
原初の立法者による行政解釈の統制を想定すれば、行政解釈の方法はインテ
ンショナリズム又はパーポズィビズムに、現在の立法者又は執行部（執政部）
による統制をより重視すれば、テクスチュアリズム又はダイナミズムを求め
るべきこととなろう。そして「政治」による「行政」の統制を求めつつ、そ
の限界をどのように確保し、行政の中立性を確保するかという課題が議論さ
れることになろう。
　実際のところ、日々の個別具体的な案件ごとに行政機関は上記解釈技法を
取捨選択し、説得力ある一定の解釈に到達しているものと思われるが、その
選択に何らの理論的指標は必要ないのであろうか。「裁判所の行政法解釈方法
論」以外に「行政機関の行政解釈方法論」という項目が成立するとした場合、
彼我の統治構造の相違には十分に注意を払いながらも、我が国の行政法学が
行政解釈方法論の基礎理論の示唆を求める上で、アメリカの議論から学ぶ点
177 － アメリカにおける行政解釈方法論（２・完）（福永）
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は多いように思われる。その上で裁判所による行政法解釈方法論を行政解釈
方法論と対比させて探究する道筋も開かれていくだろう。
※ 本稿は文部科学省科学研究費基盤研究 (C)「公法解釈理論の比較法的検証に基づく公法
教育方法論及び立法技術論の展開の試み」【課題番号 18K01250】の助成による成果の一
部である。
